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東日本大震災の被災自治体においては、迅速な復旧・復興に向けて鋭意努力してい

るものの、被災者の心のケアや被災企業への支援、農水産業の再生等、解決すべき課

題が山積しております。 

令和２年６月５日に復興庁の設置期間の延長等を内容とする法案が成立し、国にお

いては、令和３年度以降の復興の円滑かつ着実な遂行に向け、体制整備等が進められ

ているところでありますが、被災自治体では、新型コロナウイルス感染症の感染拡大

に伴う復旧・復興事業への影響や被災した子どもに対する支援等、対処すべき課題が

複雑多様化しており、被災地それぞれの状況に応じた柔軟な対応を講じることが重要

であります。 

つきましては、一日も早い復旧・復興が実現され、持続可能で活力ある地域社会を

創造できるよう、下記事項について特段の措置を講じるよう強く要望いたします。 

記

１ 復旧・復興事業予算の総額確保と実態に即した財政支援等 

 被災地の実情に応じた復興交付金の柔軟な運用を図るとともに、災害復旧事業

並びに震災復興事業に係る震災復興特別交付税等地方財政措置について、復興事

業が完了するまでの間、継続的な措置を講じること。 

また、平成 28 年度より復興交付金事業（効果促進事業）をはじめとした一部の

復興関連事業に地方負担が生じているが、引き続き地方負担額を最小限にとどめ

るよう配慮すること。 

 津波被災区域における固定資産税及び都市計画税について、市町村長が行った 

固定資産税の減免に対し、所要の措置（震災復興特別交付税による財政支援）の

継続を図ること。 

 グループ化補助金を活用し本設再建を目指す事業者が、実際に事業着手の目途

が立った時点で補助制度が活用できるよう、制度継続を早期に明示していただく

とともに、採択案件分の予算を基金化するなどし、各事業者が必要とする時期に

交付されるよう、被災地の実情に合わせた安定的な制度の運用を講じること。 

 令和３年度以降の被災（移転）跡地の利活用については、被災（移転）跡地の

土地利用を推進するために必要な財源の確保や、新たな支援制度の創設等、地域

の実情に応じた制度の柔軟な運用を講じること。



２ 被災者の生活再建支援等 

 被災者の生活再建に向けて、被災者の就業先確保に必要な措置を講じるほか、

長期的継続雇用となる事業の創設等、抜本的な雇用対策を講じること。 

 被災者の生活基盤回復のため、被災者生活再建支援制度等の拡充や宅地の復旧、

二重ローン対策等最大限の支援策を講じること。 

 災害援護資金の貸付は、所得が一定額に満たない世帯の世帯主を対象としている

制度であることから、震災から期間が経過した現在においても依然として生活困窮

の状況から抜け出せず、約定による償還が困難な者が存在している状況である。 

よって、災害援護資金の償還について、自治体の国に対する履行期限を延長す

るとともに、災害弔慰金の支給等に関する法律等に規定されている償還免除につ

いて、自治体と協議の上、具体的な基準を明示すること。 

併せて、債権回収に向けた自治体個々の取組に係る経費について助成を行うこと。 

 被災者支援総合交付金で実施している心のケア・見守り等の事業について、被災

者の健康保持・孤立防止のため、生活環境の変化等による体調悪化予防や心のケア

を中長期的に継続して推進する必要があることから、交付期間を延長すること。 

３ 地域産業の復旧・復興に対する支援 

 被災地における水産業及び関連産業の復興のため、被災地の漁業者や水産加工

業者のニーズに柔軟に対応した支援が可能となるよう、被災自治体の実情に応じ

た財政支援を講じること。 

 地元企業や商店街の復旧・復興に向けて、施設・設備等の復旧・整備に対する

補助制度の継続や予算枠の拡大、当面の事業継続等に資する金融・税制措置、失

われた販路の開拓策などを講じること。 

４ 公共施設等の復旧・再整備 

 被災自治体の甚大な被害及び復旧・復興に向けた多額の財政需要があることか

ら、各種の災害復旧補助制度にかかる補助率の大幅な嵩上げや対象経費の拡大、

今後の防災力強化を見据えた原形復旧以上の整備等にかかる対象経費の拡大等

を積極的に行うこと。 

 公共施設等にかかる災害復旧補助制度については、各府省において事務手続き

の簡素化が進められているところであるが、その趣旨が実務に十分反映されるよ

う、引き続き各関係機関への周知徹底を図ること。 

 地域コミュニティの再構築をはじめ、健全な市民生活の維持に欠かせないコミ

ュニティ施設、文教施設、医療施設、社会福祉施設等の復旧について、その設置

主体の如何を問わず、既存の枠組みにとらわれない柔軟かつ十分な財政措置を講

じること。



５ 被災者に対する社会保障等 

 復旧・復興に向けた膨大な財政需要が見込まれる被災自治体において、増大し

た生活保護世帯の状況を考慮し、恒久的に生活保護経費の全額を国庫負担とする

等財政措置を講じること。 

 介護保険財政の健全な運営のため、将来にわたって地方自治体の財政負担が過

重とならないよう、介護給付費負担金について、国の負担割合を 30％に増やし確

実に配分するとともに、制度改正に伴い必要となる経費について十分な助成措置

を講じること。 

 介護保険制度について、財政支援が必要な保険者に対しては、それぞれの実態

を踏まえ、第一号被保険者の保険料負担が過大とならないよう、財政調整交付金

について国庫負担分とは別枠での財政措置を行うなど、適切かつ十分な財政措置

を講じること。 

 介護分野において質の高い人材を安定的に確保できるよう、適正な介護報酬水

準の確保を含め、介護従事者の処遇改善や労働環境整備に向けた更なる措置を講

じること。 

 介護保険の給付費の増加等による保険料の上昇を踏まえ、低所得者に対する保険

料や利用料の軽減策については、国の責任において適切な財政措置を講じること。 

 災害で受けたショックや心の健康等に対応できるよう、精神科医、保健師、看

護師、臨床心理士等専門職の確保について、人件費の支援等、必要な支援措置を

講じること。 

６ 医療機関に対する支援等 

 災害拠点病院における災害救急医療の増加経費や必要な医師の確保、患者の転

院搬送等に要する経費等の負担に対し、支援措置を講じること。 

 被災自治体による今後の災害対応を見据えた災害拠点病院整備に対し、被災自

治体に負担を求めない国庫助成制度を創設すること。 

 震災後の地域医療復興対策として、地域医療再生基金については、被災地の医

療実情に応じた対応が可能となるよう使途の弾力化、基金の増額措置等制度の拡

充を講じること。 

７ 今後の防災対策等 

大規模かつ広汎な地盤沈下によりその利用に支障が生じている土地を買い取り

するととともに、被災自治体が行う嵩上げ工事や土地区画整理事業及び上下水道の

再整備等に対し、全面的に財政支援を行うこと。 

また、地盤沈下に伴う雨水排水対策として排水機場の増設を計画しているが、そ

の施設が完工するまでの応急対応に必要な経費について、その全額を国において負

担し、対処すること。 



さらに、震災の記憶と教訓を後世に伝承していくために、伝承活動を行っている

団体等の人材育成、研修、情報交換を行うなど、後世に語り継いでいくための環境

整備を検討すること。 


